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1. はじめに 
 わが国の家庭からのCO2排出量は，産業部門とは対
照的に，1990年から2011年で約 15％増加している．
その排出量を燃料品目別にみると，電力，ガソリン，
ガスで約 85%を占める 1)． 
排出量削減のための手段の一つとして，環境税や炭
素税がある．その検討にあたっては，価格や所得の変
化に対して消費量がどの程度変化するか，いわゆる価
格弾力性や所得弾力性の把握が，効率性や衡平性の議
論の材料として有用である． 
わが国ではこれらの弾力性に関する研究は多くな
い．表-1に先行研究で得られている弾性値をまとめる．
国内外共通して，電力やガソリンの研究事例は比較的
多い一方で，ガスの事例はきわめて少ない．海外では
個票データを用いた研究が蓄積されており，またそれ
らのレビューを行った研究もある．しかし，国内の研
究は集計データを用いたものであり，いわゆる集計バ
イアス注１が生じている可能性がある．その他にも，地
域や世帯による違いが考慮されていない．そして，時
間および予算の制約から，燃料品目間においては相関
がある可能性があるが，そうした検討もほとんどなさ
れていない．もし相関があるならば，そのことを考慮
して分析を行わないと，いわゆる過小定式化バイアス
注2が生じ，適切な弾力性の推定はできない． 
そこで本研究は，総務省の全国消費実態調査の個票
データを用いて，1）電力，都市ガス・LPガス，ガソ
リンの消費量の間にいかなる相関があるかを検討し，
それを踏まえて，2）所得や燃料価格に加えて，世帯特
性や地域特性を説明変数として消費量を説明する回帰
式を作成し，価格弾力性，所得弾力性，人口密度弾力
性を求めることを目的とする． 
 
2. 方法 
(1）電力，都市ガス・LPガス，ガソリンの消費量の間
の相関の検討 
個票データから得られる燃料品目別の消費金額と
地域ごとの基本料金・価格単価（表-2）を用いて消費
量を求める．そして，消費量，消費金額，所得や世帯
人数などで基準化した消費量について燃料品目間の相
関の図または相関係数を求めて検討を行う． 
(2）消費量を説明する回帰式を作成 
各エネルギー単価，世帯属性（所得，世帯主年齢お
よび世帯人員数），住宅属性（戸建て，長屋，マンショ
ン，その他），地域属性（電力会社地域ダミー，可住地
人口密度）を考慮し，燃料品目別の消費量を説明する
回帰式を作成する．その際，コブダグラス型の効用関
数を仮定すると，消費量は（価格／所得）の関数とな
る．これを両対数式で推定すると，価格弾力性と所得
弾力性は符号が逆で同じ値となる．一方で，価格と所
得の変数制約なしに推定することも可能である．変数
制約がある場合とない場合の2つの推定を行い，弾性
値の幅を示す． 
具体的には，加法モデル注3を用いて分析を行い，そ
こで得られた特徴を踏まえて線形の回帰式を作成する．
(1)で品目間に相関が見られる場合には，その相関を考
慮した推計を行う．変数の選択，電力会社地域の固定
効果や変量効果などの検討も行ってAIC（赤池情報量
基準）が最小となる式を推定した． 
なお，ガソリン消費量の分析に関しては，車の保有
台数という変数を考慮する．保有台数を含めた推定式
表-1 先行研究で得られている弾性値
価格弾力性 所得弾力性 人口密度弾力性 備考
電力 -1.22～0 6.74～0.03 -0.02～-0.01 天野(2008) ,福代(2009) ,Lafferty et al.(2008) ,Borenstein(2009)  
ガス -2.42～-0.28 6.74～0.78 ― 天野(2008) ,福代(2009)
ガソリン -0.36～-0.04 0.21～0 -0.24～-0.09 谷下(2010) ,Kent M.Hymel(2010) ,Niovi Karathodorouら(2010)
2) 3) 
4) 
5) 6) 
7) 
2) 3) 
8) 
は，自動車の買い替えはない短期の弾力性を，考慮し
ない場合は，買い替えの可能性を含めた長期の弾力性
と考えることができる． 
 
3. データ 
全国消費実態調査の個票データを用いる．この調査
の特徴は，5 年に 1 度行われること，9～11 月のデー
タであること，そして約 5万7千世帯というサンプル
数が多いこと，である．本研究では 1994年，1999年，
2004年の3年分を用いるが，電気使用料金やガス使用
料金といった分析に必要となる項目に未記入部分が
あるデータや自動車非保有世帯や業務用面積が含ま
れる世帯などについてサンプルから除外し，最終的に
表-3に示す約8.7万世帯を対象とした．表-4にエネル
ギー消費量や説明変数の基本統計量を示す． 
 
4. 結果 
(1) 燃料品目間の相関 
燃料品目別消費量および価格単価の相関係数を表-
5 に示す．また電力消費量とガソリン消費量の分布の
関係を図-1に示す．その他の図は割愛するが，いずれ
も大きな相関はみられなかった．世帯人数や所得の大
小でわけて相関を求めても同様であった． 
従って，燃料品目間の相関を考慮した回帰式の推
定を行う必要はないといえる． 
(2) 回帰式の推定 
まず加法モデルを用いて，所得の影響をみたところ， 
すべての燃料品目において，等価所得24万円を境に，
所得弾性値が大きく異なる可能性が示されたため(図-
2)，サンプルを 2つに分けて推計することとした．結
果を表-6に示す．価格と所得に関する係数制約の有無
により，それらの係数または時点ダミーの値が変化し
た．また，決定係数は高くないが，世帯人数，住宅タ
イプや世帯主年齢の傾向を表現したモデルが推定で
きたと考えている． 
 
5．弾性値に関する考察 
(1) 価格弾力性 
図-3に価格弾性値を示す．等価所得が24万円より
低い世帯では，電力が-0.25～-0.82，ガスが-0.39～ 
表-2 エネルギー消費量のデータ出典 
 
表-3 サンプル数 
 
表-4 基本統計量 
 
表-5 燃料品目間の相関係数 
 
 
図-1 電力消費量とガソリン消費量の関係
基本料金 単価
電力 小売物価統計調査 電力統計情報
都市ガス 小売物価統計調査 小売物価統計調査
LPガス
エネルギー経済研究
所石油情報センター
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所石油情報センター
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所石油情報センター
平成6年 平成11年 平成16年 合計
（1994年） （1999年） （2004年） （3年間）
単身世帯数 728 987 904 2619
二人以上世帯数 29506 29795 25585 84886
総世帯数 30234 30782 26489 87505
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最小値 中央値 平均値 最大値
世帯人数（人） 1 3 3 8
世帯主年齢（歳） 18 49 49 95
延べ床面積（㎡） 30 1120 1216 33000
自動車保有台数（台） 1 2 2 5
電気代（円） 526 8221 9206 63448
ガス代（円） 376 4079 4567 39067
ガソリン代（円） 138 6585 8477 103403
等価所得（円/√世帯人数） 26654 159812 186138 3112921
可住地人口密度（人/km^2） 23 1756 3124 122499
電力消費量（kWh） 10 264 298 2082
ガス消費量（㎥） 0 10 17 270
ガソリン消費量（ℓ） 1 60 77 1055
電力：ガス 電力：ガソリン ガス：ガソリン
消費量 0.05 0.16 -0.06
消費金額/所得 0.41 0.18 0.17
消費量/所得 0.16 0.19 -0.01
表-6 推定結果 
 
図-2 ガソリン消費量と所得の関係 
※図中黄色はt値が有意でないことを示す 
-0.85，ガソリンが-0.32～-0.58という結果が得られ
た．他方，等価所得が 24万円以上の世帯について
は，電力が-0.04～-0.78，ガスが-0.17～-0.68，ガソリ
ンが-0.09～-0.82という結果が得られ，電力とガスに
関しては，等価所得が 24万円より低い世帯よりも，
小さな結果が得られた． 
また自動車保有を考えた場合，電力・ガスの弾性値
はあまり変化しないが，ガソリンの弾性値は車保有を
考えなかった場合に比べて，小さな値となった． 
 (2) 所得弾力性 
図-4に所得弾性値を示す．所得弾力性は所得が低い
世帯で0.24（ガス）から0.59（ガソリン）という結果
が得られた．また所得が高い世帯については 0.00から
0.17（ガス）と推定され，電力やガスについては時系
係数制約なし 決定係数 0.42 決定係数 0.36 決定係数 0.55 決定係数 0.56 決定係数 0.15 決定係数 0.13 決定係数 0.13 決定係数 0.10
サンプル数 71,238 サンプル数 16,289 サンプル数 71,238 サンプル数 16,289 サンプル数 71,238 サンプル数 16,289 サンプル数 71,238 サンプル数 16,289
パラメータ ｔ値 パラメータ ｔ値 パラメータ ｔ値 パラメータ ｔ値 パラメータ ｔ値 パラメータ ｔ値 パラメータ ｔ値 パラメータ ｔ値
定数項 28.88 11.02 -14.80 -1.64 2.70 21.50 5.31 17.31 -3.50 -4.57 -1.00 -0.52 -3.75 -4.84 -1.99 -1.01
log(電力単価） -0.82 -10.87 -0.78 -4.69
log(ガス単価） -0.85 -55.69 -0.68 -20.73
log(ガソリン単価） -0.32 -2.95 -0.70 -3.11 -0.42 -3.85 -0.82 -3.53
1999ダミー 0.02 2.28 0.02 1.25 0.11 15.90 0.08 5.62 -0.09 -1.90 -0.22 -2.23 -0.12 -2.38 -0.24 -2.37
2004ダミー -0.07 -4.39 -0.06 -1.79 0.09 12.28 0.06 3.57 0.08 4.38 -0.01 -0.38 0.10 5.51 0.03 0.78
世帯人数2人ダミー 0.38 33.72 0.43 16.83 0.38 21.09 0.30 8.69 -0.01 -0.65 -0.01 -0.16 0.03 1.64 0.09 2.22
世帯人数3人ダミー 0.60 52.49 0.59 23.19 0.63 35.49 0.52 14.82 0.03 1.49 0.00 0.05 0.13 7.55 0.17 4.33
世帯人数4人ダミー 0.71 61.19 0.73 27.96 0.75 42.42 0.70 19.77 0.08 4.65 0.00 0.04 0.20 11.47 0.20 4.90
世帯人数5人ダミー 0.83 68.62 0.84 30.86 0.85 46.39 0.81 21.57 0.12 6.27 0.02 0.45 0.26 13.68 0.26 5.83
世帯人数6人ダミー 0.94 71.84 0.94 31.13 0.97 47.67 0.85 19.10 0.21 9.42 0.14 2.57 0.40 17.96 0.43 7.94
世帯人数7人ダミー 1.02 68.20 0.99 25.29 1.01 42.10 0.88 15.72 0.23 8.19 0.16 2.15 0.44 16.03 0.47 6.45
人数8人以上ダミー 1.11 47.27 1.05 16.52 1.10 29.36 0.99 9.15 0.30 6.00 0.14 0.81 0.53 10.79 0.56 3.11
長屋ダミー -0.06 -5.50 -0.04 -1.20 0.19 10.45 0.14 3.00 0.02 0.82 0.03 0.57 -0.01 -0.26 0.00 0.01
マンションダミー -0.12 -23.75 -0.05 -4.05 0.19 25.88 0.06 3.36 -0.04 -3.86 0.00 0.08 -0.06 -5.32 -0.01 -0.43
建て方：その他ダミー 0.14 1.70 0.45 1.73 -0.21 -1.70 -0.46 -1.16 0.00 0.03 0.32 0.84 0.00 0.04 0.39 1.11
log(住居の延べ床面積) 0.24 53.68 0.30 30.16 0.01 0.63 0.03 1.85 0.05 6.08 0.09 5.30
log(世帯主年齢) -21.60 -10.42 15.08 2.13 0.08 6.56 0.04 1.33 2.09 7.22 4.49 5.57 2.23 7.62 5.06 6.11
世帯主年齢 2^ 5.86 10.67 -3.91 -2.11 -0.34 -8.81 -0.63 -6.07 -0.36 -9.24 -0.71 -6.66
世帯主年齢 3^ -0.52 -10.81 0.34 2.11
log(可住地人口密度) 0.03 16.42 0.04 9.92 0.06 22.02 0.07 12.21 -0.13 -37.75 -0.11 -15.50 -0.16 -46.64 -0.15 -21.15
LPガスダミー 0.01 3.26 0.00 0.39 -0.28 -13.83 -0.57 -13.35 0.07 8.98 0.05 3.22 0.11 14.53 0.11 7.11
地域ダミー
log(等価所得） 0.25 51.69 0.03 2.99 0.24 28.77 -0.01 -0.67 0.56 56.70 0.09 4.12 0.59 60.03 0.12 5.57
車保有ダミ ：ー2台 0.25 34.21 0.33 20.42
車保有ダミ ：ー3台 0.36 29.27 0.43 18.67
車保有ダミ ：ー4台 0.45 23.70 0.61 17.89
車保有ダミ ：ー5台以上  0.59 6.32 0.84 6.43
世帯主年齢ピーク 26 72 46 －
係数制約あり 決定係数 0.42 決定係数 0.36 決定係数 0.54 決定係数 0.55 決定係数 0.15 決定係数 0.13 決定係数 0.13 決定係数 0.10
サンプル数 71238 サンプル数 16289 サンプル数 71238 サンプル数 16289 サンプル数 71238 サンプル数 16289 サンプル数 71238 サンプル数 16289
パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値 パラメータ t値
定数項 26.65 10.25 -17.73 -1.97 -0.90 -12.20 0.77 4.02 -2.34 -4.32 -3.97 -2.55 -2.93 -5.36 -5.37 -3.35
log(電力単価/等価支出） -0.25 -52.22 -0.04 -3.22
log(ガス単価/等価支出）  -0.39 -50.71 -0.17 -10.49
log(ガソリン単価/等価支出）  -0.55 -57.01 -0.09 -4.46 -0.59 -60.48 -0.13 -5.96
1999ダミー 0.08 22.76 0.11 13.49 0.04 6.11 0.01 0.61 -0.19 -22.67 0.04 2.35 -0.19 -21.88 0.06 3.20
2004ダミー 0.04 10.85 0.08 9.46 -0.01 -1.47 -0.06 -3.88 0.04 5.55 0.07 4.06 0.07 9.47 0.12 7.07
世帯人数2人ダミー 0.38 33.73 0.43 16.85 0.38 21.01 0.30 8.50 -0.01 -0.65 -0.01 -0.18 0.03 1.65 0.08 2.19
世帯人数3人ダミー 0.60 52.51 0.59 23.21 0.63 35.46 0.51 14.51 0.03 1.47 0.00 0.05 0.13 7.54 0.17 4.33
世帯人数4人ダミー 0.71 61.20 0.73 27.98 0.75 42.40 0.69 19.53 0.08 4.61 0.00 0.08 0.20 11.44 0.20 4.96
世帯人数5人ダミー 0.83 68.62 0.84 30.88 0.86 46.46 0.81 21.35 0.12 6.23 0.02 0.51 0.26 13.65 0.26 5.92
世帯人数6人ダミー 0.94 71.87 0.94 31.16 0.97 47.41 0.85 19.04 0.21 9.38 0.14 2.62 0.40 17.93 0.43 8.01
世帯人数7人ダミー 1.02 68.21 0.99 25.27 1.01 42.03 0.88 15.51 0.23 8.15 0.16 2.16 0.44 16.00 0.47 6.46
人数8人以上ダミー 1.11 47.28 1.05 16.43 1.10 29.26 0.98 9.15 0.29 5.97 0.14 0.81 0.53 10.76 0.56 3.12
長屋ダミー -0.06 -5.61 -0.03 -1.14 0.18 9.93 0.11 2.38 0.02 0.90 0.03 0.48 0.00 -0.20 0.00 -0.08
マンションダミー -0.12 -23.84 -0.05 -4.04 0.18 24.22 0.05 2.99 -0.04 -3.81 0.00 0.05 -0.05 -5.28 -0.01 -0.46
建て方：その他ダミー 0.14 1.73 0.46 1.80 -0.23 -1.77 -0.48 -1.22 0.00 0.04 0.32 0.83 0.00 0.04 0.39 1.10
log(住居の延べ床面積) 0.24 53.64 0.30 30.18 0.01 0.69 0.03 1.72 0.05 6.12 0.09 5.15
log(世帯主年齢) -21.49 -10.37 15.20 2.14 0.05 4.03 0.03 1.01 2.10 7.26 4.45 5.53 2.23 7.65 5.02 6.06
log(世帯主年齢 2^) 5.83 10.62 -3.94 -2.12 -0.34 -8.85 -0.63 -6.03 -0.36 -9.27 -0.71 -6.61
log(世帯主年齢 3^) -0.52 -10.76 0.34 2.12
log(可住地人口密度) 0.03 16.17 0.04 9.79 0.05 18.06 0.06 10.65 -0.13 -38.38 -0.11 -15.32 -0.16 -47.27 -0.15 -20.98
LPガスダミー 0.01 3.07 0.00 0.25 -0.89 -75.42 -1.24 -51.25 0.07 8.89 0.05 3.38 0.11 14.48 0.12 7.29
地域ダミー
車保有ダミ ：ー2台  0.25 34.20 0.33 20.42
車保有ダミ ：ー3台 　 　 0.36 29.25 0.43 18.66
車保有ダミ ：ー4台 　 　 0.45 23.65 0.62 17.94
車保有ダミ ：ー5台以上 　 　 0.59 6.30 0.85 6.47
世帯主年齢ピーク 27 65 42 55
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列データを用いた天野 2)や福代 3)の先行研究結果より
も小さな値となっている． 
(3) 人口密度弾力性 
 図-5に人口密度弾性値を示す．先行研究同様，ガソ
リンは-0.11～-0.16と負となる一方で，電力・ガスでは，
0.03～0.07 と正の値が得られた．これは人口密度が高
いほど，多くの電化製品やガス器具を有している可能
性が高いことが考えられ，それが弾性値に影響を及ぼ
している可能性がある． 
 
6. おわりに 
 本研究では消費量の間の相関を検討し，価格弾力性，
所得弾力性，人口密度弾力性を求めた．その結果，1)
電力・ガス・ガソリンの消費量に強い相関はみられな
い，2)等価所得により弾性値が大きく異なる，3)人口
密度弾力性は，ガソリンでは負であるが，電力とガス
では正の値を示す，などを明らかにした． 
今後の課題は以下のとおりである． 
・自動車非保有世帯の考慮  
・基本料金の仮定 
・季節による消費量の変動の考慮 
 
注 
(1)集計バイアス：データを集計することにより，個票データを
用いたときとは異なるパラメータが推定されること． 
(2)過小定式化バイアス：誤って必要な説明変数を除いて定式化
を行うことにより生じる推定値の偏り 
(3)加法モデル：平滑化スプラインを用いて表現する非線形回帰
モデル 
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